





1953 年 2 月 1 日に，NHK 東京テレビジョンが











How the business model of television will be transformed
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ンサーであり，そのビジネスモデルは B to B
と言える。あるいは最終的な視聴者までを含め








る広告費の割合は，2008 年度 77.7％，2009 年
度 75.9％，2010 年度 76.5％，2011 年度 76.6％，


















































































していった 1）。「1 台 1000 人が視聴するとして，
街頭テレビを 1000 台設置すれば，100 万人集
まる。100 万人の視聴者を得るためには，必ず









その後，1955 年 4 月 1 日にラジオ東京テ
レビ（略称・KR テレビ，現・TBS）が開局，




















向こう 1 週間分の番組表を掲載した『週刊 TV
ガイド』（東京ニュース通信社）が創刊された。
元来「テレビ好きで生真面目な国民性」（原，
2013）と言われる日本人である。2011 年 7 月






































































































料金を決定するのは，GRP（＝ Gross rating 
points）と呼ばれる「延べ視聴率」である。
「GRP は一定期間に流した CM 1 本ごとの視聴
率の合計値」で，「視聴率（リーチ）× CM 回
数（フリークエンシー）」（関谷，2009）と言え
る。例えば 1,000GRP のスポット CM の発注を
受けた放送局は，視聴率 20％の番組であれば
指定された期間に 50 本の枠を用意すれば良い



































2005 年の 44.6％から 2007 年の 43.1％にかけて
の落ち幅が激しい。その後，しばらく横ばいが
続くが，2009 年から再び下降していき，2012




「愛・地球博」が開かれ，4 月には JR 福知山線
脱線事故が起きた。流行語大賞は「小泉劇場」
「想定内（外）」。そんな 2005 年であったが，実






















図 5 は，1980 年から 2012 年にかけての「共働
き世帯数の推移」をグラフ化したものである。
「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」（いわゆ
る専業主婦世帯）は，1980 年に 1,114 万世帯で





































































































































































































































































のが，10 年後の 1988 年には 53％まで伸びてい








ている。特に，2004 年から 2006 年あたりの伸
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は 2003 年に 7,730 万人であったものが年々増
え続け，2012 年には 9,652 万人に達した。図 7
は，ここ 10 年間のインターネット利用者の人
口普及率をグラフ化したものだが，2003 年の
64.3％から 2012 年には 79.5％に増加している。





















































































































フェク TV !」がサービスを開始，1998 年には
J スカイ B と合併，「スカイパーフェク TV !」
（現在は「スカパー !」）となり，本格的な CS
多チャンネル時代が到来した。BS 放送も 2000
年に BS デジタル放送として民放キー局が BS






















ころが地上波よりも 30 分早く始まる BS プレ
ミアムでの視聴率は，朝ドラの放送を開始した














にしたものである。2003 年の 1,516 万 5,931 世
帯から，2013 年には 2,804 万 4,261 世帯へと毎
年着実に増加している。また，CS 放送のスカ
パー !（旧・スカパー ! e2）の契約件数は 2013
年 3 月末現在で 196 万 3,000 件，スカパー ! プ
レミアムサービスが 176 万 2,000 件となってお
り，前述した BS 放送の多チャンネル化も加え
図 9　自主放送を行うケーブルテレビ局加入世帯数の推移












































































































































































































































































































































































をオープンプラットフォーム化，2013 年 11 月
には WOWOW がこのサービスを利用し，大型
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無料放送企画で大規模な視聴者参加型番組を実






































































































































2014』（2013 年 12 月発行）掲載の印刷証明付部
数で，2012 年 10 月 1 日～ 2013 年 9 月 30 日の 1
年間の平均印刷部数。
４） 碓井（2003）pp.97-98。
５） 東京都と横浜市に住む NHK テレビ全受信契約


















８） 対象は 7 歳以上の全国民でサンプル数は 3,600
人。調査は2・4・6・9・11月の1週間行われる。
９） 岩崎（2013）p.80。
10） 朝日新聞（2013 年 8 月 6 日朝刊）。
11） 平川（2010）pp.42-43。





















25） 朝日新聞（2013 年 8 月 22 日朝刊）。
26） 朝日新聞（2013 年 12 月 11 日朝刊）。
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